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〔
省

令
〕

〇
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
総
務
六
八
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
（
財
務
七
〇
）

〔
告

示
〕

〇
そ
の
電
気
通
信
事
業
の
用
に
供
す
る
電
気

通
信
設
備
を
適
正
に
管
理
す
べ
き
電
気
通

信
事
業
者
を
告
示
す
る
件（
総
務
二
七
八
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
四
一
二
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
四
一
三
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
同
一
五
二
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣
府

法
務
省

運
輸
安
全
委
員
会

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

労

働

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
労
働
者
及
び

関
係
事
業
主
を
代
表
す
る
者
の
候
補
者
の
推

薦
に
つ
い
て
（
厚
生
労
働
省
）

国
土
調
査
の
成
果
の
認
証
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁金

融
商
品
取
引
業
者
営
業
保
証
金
取
戻

し
、
参
加
者
の
有
無
を
確
認
す
る
公
募
手

続
に
係
る
参
加
意
思
確
認
書
の
提
出
を
求

め
る
公
示
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

平
成
二
十
六
年
度
財
務
省
共
済
組
合
の
決

算
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を

監
理
す
る
団
体
及
び
出
入
国
管
理
及
び
難

民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準

を
定
め
る
省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二

の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ

に
掲
げ
る
活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号

の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
四
一
四
）

〇
北
太
平
洋
に
お
け
る
公
海
の
漁
業
資
源
の

保
存
及
び
管
理
に
関
す
る
条
約
の
大
韓
民

国
に
よ
る
批
准
に
関
す
る
件

（
外
務
二
八
一
）

〇
所
得
及
び
譲
渡
収
益
に
対
す
る
租
税
に
関

す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止

の
た
め
の
日
本
国
と
グ
レ
ー
ト
ブ
リ
テ
ン

及
び
北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
連
合
王
国
と
の
間

の
条
約
に
関
す
る
書
簡
の
交
換
に
関
す
る

件
（
同
二
八
二
）

〇
人
道
的
援
助
及
び
災
害
救
助
並
び
に
国
際

連
合
平
和
維
持
活
動
の
分
野
に
お
け
る
教

育
及
び
訓
練
の
た
め
の
協
力
に
関
す
る
日

本
国
政
府
と
モ
ン
ゴ
ル
国
政
府
と
の
間
の

協
定
の
署
名
及
び
効
力
発
生
に
関
す
る
件

（
同
二
八
三
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
九
五
二
〜
一
九
五
八
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
国
土
交
通
九
一
五
）

〇
国
立
公
園
の
公
園
事
業
を
決
定
す
る
件

（
環
境
一
〇
三
）

〇
国
立
公
園
の
公
園
事
業
を
変
更
す
る
件

（
同
一
〇
四
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
等
を
実
施
す
る

件
（
防
衛
一
四
八
〜
一
五
一
）
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